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1．はじめに
2016年に入って，韓国の米生産費が一躍注目を浴びるようになった。その
きっかけは，自民党の小泉進次郎を部会長とする農林水産業骨太方針策定プ
ロジェクト（以下「PT」）での議論である。16年の2月と9月に PTの会合
が開かれ，2月には米の生産コストにかかる日韓比較が議題となり，それを
踏まえた9月では，本格的な農業生産資材価格の引き下げに向けた比較検討
がはじまっている。では，なぜ PTは生産資材価格に焦点を当てているのか。
その理由は，単純に日本の生産資材価格が韓国のそれよりも割高であるため，
生産資材の価格引き下げと，それらを農家所得に還元するというのがねらい
である。
しかし，次の2点に留意して慎重に吟味する必要がある。いずれものちに
詳述するが，1つは，生産資材と一括りにしても，比較対象である農業機械
の保有状況や農作業従事などの韓国的特性を踏まえると，肥料や農薬などの
生産資材と農業機械とは分けてみる必要がある。いま1つは，生産費全体を
俯瞰すれば，生産資材のうち農業機械以外は，生産費全体のなかに占める割
合はわずかに過ぎない。コスト低減を考えるならば，生産費全体におけるシェ
アが大きく，日韓でのコスト差の大きい費目こそが注目されるべきであろう。
結論からいえばそれが農業機械であり，本稿が対象とする理由である。
だが，農業機械を対象とする場合も，本稿では単純に農業機械の価格差の
比較と，価格差が生じる要因を考察するのではなく，日韓での農業機械のコ
スト差が生じるより本質的な農業構造上の相違に着目して検証・考察するこ
とを目的としている。そして，農業構造上の相違に接近するキーワードの1
つが作業受委託でもある。本稿は，これら農業機械と作業受委託をフィルター
として，日韓の米生産費のリアルな比較考察をおこなう。
―87―
2．日韓の米生産費
（1）日韓の米生産費の全体像
2016年2月の PT資料では，13年の日韓の米生産費比較をおこなっている。
本稿では，各年の事情による生産費のバラツキを平準化するため，3年平均
の米生産費で比較をおこないたい。それを示したのが，表1である。
表1からもその多くが確認できるが，まずは PT資料の主張のポイントを
整理すると次のようになる。日本に比べ韓国の米生産費は，①肥料・農薬費
など生産資材にかかるコストが低いこと，その要因として，②1つは肥料や
農薬，農業機械の価格が安く提供されていること，③いま1つは農業機械に
関しては，農家が所有する農業機械が少なく，④それは多くの農家が作業を
委託していること（韓国では「委託営農」という一筆者注），⑤その結果，
農家の投下労働時間が短く，⑥これらを通じて韓国の米生産費は日本よりも
韓国 日本 日／韓 備考
直接生産費 44，650 62．6 113，186 84．4 2．5
種子代
肥料費
農薬費
その他材料費
農機具費
委託営農費
賃借料及び料金
労働費
その他費用
1，617
4，844
2，544
1，470
5，032
10，567
－
16，716
2，048
2．3
6．8
3．6
2．1
7．1
14．8
－
23．4
2．9
3，696
9，446
7，608
1，859
24，232
－
12，285
35，337
20，309
2．8
7．0
5．7
1．4
18．1
－
9．2
26．3
15．1
2．3
2．0
3．0
1．3
4．8
－
－
2．1
9．9
償却費を含む。
家族労働費を含む。
注3）を参照。
間接生産費 26，651 37．4 20，987 15．6 0．8
地代
利子
24，952
1，698
35．0
2．4
15，400
5，587
11．5
4．2
0．6
3．3
生産費合計 71，301100．0 134，173100．0 1．9 日本は副産物価額を引いている。
表1 日韓の米生産費比較（10a 当たり） （単位：円）
資料：『農産物生産費統計』（各年版），『米及び麦類の生産費』（各年版）より作成。
注：1）1ウォン＝0．1円として換算している。
2）日韓ともに2013～15年平均で算出している。
3）「その他費用」には，光熱費，施設費，自動車費，土地改良費及び水利費，物件税及び公課諸負担，
生産管理費を合わせたものである。
4）「日／韓」は，日本の米生産費を韓国の米生産費で除したものを指す。
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5割程度安い，という主張である。ただし，⑤と⑥の間に自家労働を含む労
働費が安いことが欠落しているので，⑤’として付け加えておく。
以上の主張を踏まえつつ，表1から検討すべき論点について明らかにした
い。日本の米生産費と韓国のそれとの格差を示しているのが，表1の「日／
韓」である。それによると生産費合計では，日本は韓国の1．9倍のコスト差
がみられる。費目別では，直接生産費のうち種子代・肥料・農薬費が2～3
倍，農機具費5倍，労働費2倍，その他費用10倍といずれも韓国に比べ日本
の方が高コストにあることが確認できる。これに対し間接生産費は，日本は
韓国の0．8倍と低く，地代が韓国の6割水準であることが大きく影響してい
る。
他方，両国の生産費合計に占める各費目のシェアをみると，日本の場合，
種子代や農薬・肥料費は2～7％程度であり，コスト全体に占める割合は低
く，韓国もほぼ同様である。これに対し，日本の農機具費は18．1％（韓国7．1％），
労働費26．3％（同23．4％），その他費用は15．1％（同2．9％）を占めており，
労働費以外は韓国よりも生産費合計に占めるシェアが大きい。
このように日韓のコスト比較と，両国の生産費合計の構成比比較の両面か
らみると，シェアが大きくコスト差も大きい費目こそが，コスト分析で注目
されるべきものであろう。それが農機具費，労働費，その他費用である。そ
の点で，日本の種子代，農薬・肥料費が2～3倍のコスト高にあるのは事実
であるが，生産費全体の視点に立てば，ことさら強調されているきらいがあ
り，そこにコスト分析以外の政治的ねらいを推察できる（1）。
注目すべき労働費，農機具費，その他費用の3つの費目のうち前2者は，
作業受委託を通じて直接・間接的に関係しており，以下で詳しくみていく。
残る1つのその他費用は，表1の注3）に記すように多様な費目で構成され
ている。その他費用のうち光熱費が23．4％を占め，日本のそれは韓国の7倍，
次に多いのが施設費の22．1％で同じく40倍である。その次が土地改良及び水
利費の21．9％であるが，韓国ではそれに合致する費目を計上していないため，
コスト差は計算できない。
光熱費といった公共料金のコスト差や，韓国では水利の管理は国（韓国農
漁村公社）がおこなうことから（2），水利に関わるコストも国家が負担するな
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ど，国・行政が果たしている役割から生ずるコスト差も直視する必要がある。
（2）農機具費と労働費
日本と韓国の農機具の5倍のコスト差は，PT資料では農業機械の価格の
問題と，農家の機械の保有台数に求めている。だが，農家全体の生産費合計
でみれば，1台当たりの価格よりも保有台数の方が大きな意味をもつ。PT
資料では，1経営体当たりの保有台数（2014年）として，日本はトラクター
1．2台・田植機0．8台・コンバイン0．7台であるのに対し，韓国は各0．6台・0．5
台・0．2台と少ないことを強調している。
韓国の保有台数を規模別にみたのが図1である。使用する統計資料が異な
るため PT資料とは数値が異なるが，全階層平均では耕耘機0．67台，トラク
タ 0ー．28台，田植機0．28台，コンバイン0．11台，乾燥機0．28台であり，耕耘
機以外はほとんどの農家が所有していないことが分かる。規模別では，小規
模農家は保有台数が少なく，大規模になるにしたがい保有台数が多くなって
いる。機械別で保有台数が1台を超えるのは，耕耘機で10ha 以上，トラク
ター5ha 以上，乾燥機7ha 以上である。他方，田植機とコンバインはどの
図1 規模別にみた機械保有台数
資料：『農業センサス』（2010年）より作成。
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階層も1台を超えず，10ha 以上でようやく1台に近づく。したがって，大
規模農家とはいえ田植機やコンバインの保有が難しいのが現実といえるが，
それでも10ha 以上の大規模農家では概ね農業機械一式を保有する傾向は確
認できよう。
このような日韓の保有台数の差と，韓国国内における機械保有の両極化は，
作業受委託の展開を通して説明できる（3）。図2は，米の主要作業のうち各作
業の全部または一部を委託した農家の割合を規模別に示している。作業別に
みると，委託率の高い作業がグラフの上位にある収穫作業であり，全階層平
均でも委託農家率は83．9％に達する。次に田植え（65．9％），耕耘（62．8％）
と続く。逆に，委託農家率の低いのが育苗（34．1％）と防除（30．9％）であ
る（4）。
いま1つの特徴は，規模が小さいほど委託率が高いということである。小
規模農家ほど耕耘機を除き機械を保有していないため，各機械作業を他の農
家に委託し，主に10ha 以上で機械を所有する大規模農家がそれを受託する
という関係である。
以上の構造を念頭におけば，当然委託農家としては作業委託のための作業
図2 規模別にみた作業委託率
資料：『農業センサス』（2010年）より作成。
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料金の支払いがコストとして計上されることになる。それが表1の委託営農
費である。日本の生産費調査とは異なり，委託営農費が独立項目として設け
られているのは，韓国の米農業にとって作業受委託が重要な役割を果たして
いるからである。委託営農費は10，567円で，生産費合計に占める割合も14．8％
と高い。つまり，韓国の低い農機具費は，委託営農費とトレード・オフの関
係にある。そのため，両コストを合算して考察する必要があろう。
韓国の農機具費と委託営農費を合算したコストは，15，599円である。他方，
日本の委託農家が支払う作業料金は，韓国のような独立項目はなく明確では
ない。表1の「賃借料及び料金」は，共同負担金（共同施設の負担金）・賃
借料（農機具等の賃借料等）・料金（作業料金）の3つで構成されるが，そ
れぞれの金額は不明である。そうした制約はあるが，賃借料及び料金の12，285
円を単純に1／3にして農機具費に加えると28，327円となり，韓国との格差
は1．8倍へ縮小する。
さらに作業委託をするため，その分多くの農家では家族労働時間が少なく
なり，自己労働費も安くなる。そこで，先の農機具費と委託営農費に労働費
を加えると，韓国は32，315円で生産費合計の45．3％を占める。他方，日本は
63，664円で47．4％％を占め，その結果日韓のコスト差は2．0倍となる。
以上，農機具費に委託営農費あるいは労働費も含めた両国の生産費格差は
2倍まで縮小することとなり，農機具費だけを比較したコスト差の5倍は，
韓国の農業構造上の現実を踏まえない比較検討といえる。とはいえ，労働費
まで含めると両国とも生産費合計の5割前後を，労働費を含めなくても同様
に21％程度を占めており，生産費合計では大きな費目にあたる。そうしたな
かでの2倍の格差ということは，コスト差を考える上において大きな意味を
もつのも事実である（5）。
では，韓国で広範囲にみられる作業受委託は，どのような形で展開してい
るのか。農協による機械銀行及びトゥルニョク経営体による組織対応（第3
節）と，大規模農家の取り組みに加え（第4節），行政による機械銀行の活
動（第5節）も合わせて確認しておく。
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3．機械銀行とトゥルニョク経営体－鳳凰農協を対象に
（1）機械銀行の推進
韓国では，1990年代初頭での一部の地域農協による営農管理センターや，
2000年代には一部地方自治体による農業技術センターなどが，農業機械の賃
貸や作業受託などに取り組んできた。特に2000年代以降，FTAの推進と農
産物市場の開放から生産コストの削減が至上命題となった。そこで，04年に
は政府が農業技術センターでの機械銀行の設置や機械購入費用の支援を拡大
し，08年からは農協も信用事業の収益も投入して，機械銀行を推進してきた。
2014年の実績では，農協の機械銀行は活動実態の濃淡はあるが，計861農
協のうち720の農協で取り組んでおり，米の作付面積の27％に相当する23万
ha をカバーしている（6）。他方，農業技術センターでは，14年までで336カ所
の機械銀行を設けている。
ところで機械銀行は，地域農協と自治体の農業技術センターとではその役
割が異なる。地域農協は水田・米を対象としており，トラクターや田植機，
コンバインなどの大型かつ高額の機械をリースする。それに対し農業技術セ
ンターは，水田・米にも関係する小型機械（畔塗り機など）と畑作物の機械
をリースする。
（2）鳳凰農協の機械銀行
本節と次節で対象とする全羅南道の羅州（ナジュ）市鳳凰（ポンファン）
面は，光州（グァンジュ）広域市の南にある革新都市・羅州市の南東に位置
する。鳳凰面は，韓国でもナシが有名な地域であり，それ以外は米や畜産（牛・
豚・鶏）などが盛んである。2010年の農業センサスによると，鳳凰面の農家
数は1，067戸，農地は水田885ha・畑609ha・果樹園339ha である。水田に限
定すると，規模では10ha 以上が1戸，5～10ha が12戸ある。機械の保有台
数は，先述した全国平均に比べ田植機・コンバイン・乾燥機で保有台数が少
なく，米作業の全部委託の割合も，耕耘から脱穀までのすべての作業で全国
平均よりも10ポイント前後高い。つまりセンサス上は，生産費比較で示した
機械保有台数の少なさ→作業受委託によるカバーという韓国的特徴が顕著に
作業受委託からみた日韓の米生産費比較
―93―
あらわれている地域といえる。さらに，鳳凰面には鳳凰農協があり，正組合
員1，800人，准組合員3，000人の農協である。正組合員の平均年齢は65歳で，
その多くには農業後継者がいない。
鳳凰農協が機械銀行に取り組んだのは，労働力と経済性の問題から組合員
が要望したためである。前者は，組合員の高齢化と後継者不在による労働力
不足を指す。後者は，それ故に農地を貸し付けるが，十分な所得を得られな
いためである。すなわち，高齢化により農地の貸付希望が多いため小作料が
低く，鳳凰面では10a 当たり平均20万ウォン程度である（表1の全国平均で
は25万ウォン）。他方，作業を完全委託すると，米の販売収入や米所得等補
填直接支払いの交付金などもあり，小作料の約3倍を稼得できる。
そうした経緯から，鳳凰農協は2012年に機械銀行に取り組んでいる。機械
銀行は，独立組織ではなく農協事業の一部であるため，会計上も独立採算で
はない。機械銀行から後述するトゥルニョク経営体を含め，農協はこれまで
30億ウォンを投入しており，このうち国や郡等行政が50％，農協中央会が10％
の計60％の補助を受け，残りが農協の自己負担である。
農協の機械銀行は，まずトラクター9台を購入し，5～7ha 程度の大規
模農家9戸にリースしていた。リース期間は8年とし，これを減価償却期間
としてリース料金を設定している。具体的には，トラクター価格の10％を残
余価値としてトラクター価格から差し引き，残りを8年で除した金額が年間
のリース料金となる。最終的に，農家がリース機械の自己所有を希望するな
ら，9年目に残余価値分を支払う。農家は，自分で購入した際にかかるロー
ンの利子負担が不要となる点がメリットとなる。このような仕組みは，農協
の機械銀行に概ね共通している。
（3）鳳凰農協トゥルニョク経営体
ところが，機械をリースした大規模農家が，管内の零細及び高齢農家の作
業を必ずしも引き受けるわけではなく，大規模農家によっては自分の経営地
しか作業をしないということが散見された。加えて，機械銀行も多くの農業
機械をそろえるには多額の投資をしなければならない。そうしたなか，国が
トゥルニョク経営体の推進を前面に打ち出したことで，トゥルニョク経営体
佐賀大学経済論集 第49巻第4号
―94―
に対する支援が手厚く用意されることになった。そこで農協は，田植機やコ
ンバイン等の機械銀行には取り組まず，農協自らが母体となるトゥルニョク
経営体を立ち上げ，直接作業に従事する方向に転換することとなった。それ
が，2013年に設立した「鳳凰農協トゥルニョク経営体」（以下「経営体」）で
ある。ところで，「トゥルニョク」とは野辺や野原を意味するが，農政の政
策的意味は農地を集団化した一定の範域を指し，具体的には50ha 以上の集
団化した範域の水田を共同生産・管理する経営体を意味する。
農協は，経営体の設立にあたって，組合員にその賛否を諮っている。その
結果，農家の7割を占める零細及び高齢農家はほぼ賛成であったが，残り3
割の中・大規模農家は，経営体が自分たちの競合相手になるのではないかと
いう危惧を抱いていた。しかし，大規模農家も経営体がおこなう育苗や航空
防除を利用し恩恵を受けることから，最終的には多くが賛成するとともに，
後述するように経営体の作業を受託する大規模農家もみられる。
経営体による作業受託には2つの特徴がある。1つは，ほぼすべての作業
を農家から受託することである。委託農家がおこなう作業は，原肥（追肥等
は経営体がおこなう）と水田の除草作業，水田への水の出し入れ（温度調整）
に限られる。それ以外の作業は，10a30万ウォンの委託料金を支払うことで，
すべて経営体がおこなうとともに，先述したように韓国では，水路の管理や
清掃は農漁村公社がおこなう。また，田植えや収穫作業のみといったいわゆ
る部分作業受託は，引き受けるとカバーする面積が大きくなり，経営体では
対応できなくなるため，それらは大規模農家に任せることで棲み分けを図っ
ている。
いま1つの特徴が，優良地と不利地をセットとした作業受託である。それ
は，当初委託農家が優良地は大規模農家に委託し，不利地のみを経営体に回
す傾向があったため，それを回避する目的で経営体はセットでなければ受託
しないことにしている。なお，鳳凰面は平野部に位置するため，ここでいう
不利地とは未整備地や農業機械が入らない農地などを指す。そうした不利地
は，受託面積の2～3％程度と少ない。
経営体は，リースしているトラクター9台以外に，経営体で使用するトラ
クター3台，田植機5台（うち2台は直播機），コンバイン3台，航空防除
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用ドローン2台を所有している。経営体には，既存の農協職員3人（責任者
1人を含む）と新規雇用6人の計9人を配置している。このうち新規職員は
農業経験がないため，農協がドローン操縦や農業機械の運転及びそれら整備
について教育している。彼ら9人が基本的な受託作業をおこなうとともに，
育苗作業や農繁期には臨雇50人（1日）を入れるなどして対応している。
経営体に作業委託できる農家は，農協の組合員に限られる。2015年実績で
157戸の農家から105ha を受託し，16年には198戸・120ha へ拡大しており，
委託農家の多くが1ha 未満の零細及び高齢農家である。また，育苗と航空
防除は，管内の水田面積885ha のうち育苗が40％，航空防除は50％を受託し，
管外からも航空防除を200ha 受託している。近年は，経営体のキャパを超え
る受託面積となってきたため，受託面積の約1割を大規模農家（7～8ha
程度以上）へ再委託している。当初は農業機械を一式所有している，もしく
は労力にゆとりのある複数の大規模農家に再委託していた。しかし現在は，
できるだけ経営地と隣接する大規模農家に再委託するなど団地化を図るよう
にしている。
経営体の特徴としては，収穫作業で品種が混ざらず，作業をしやすくする
ことと，収穫量の確保とその安定を図るため，委託農家がつくる米の品種を
統一させている。ただし，栽培管理の方法が変わることもあり，委託農家か
ら反対意見もあったが，農協による年3回の営農指導と，指導に関する配布
物などによる周知，さらには統一品種によって収量と品質が向上したことな
どから，委託農家の理解を得ている。
今後，委託農家のさらなる高齢化と離農が進むことが予想される。それに
対し経営体としては，2020年までには経営体が農地を借りることも検討して
いる。ただし，大規模農家からの反発も予想されることから，大規模農家の
意見や調整が求められる。
4．大規模農家と作業受託－鳳凰面を対象に
本節で取り上げるキム・デスさん（43歳）が居住する鳳凰面臥牛（ワウ）
里には（7），約50戸の農家がいるが，毎年高齢化で1戸が他界している状況で
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ある。里には，水田20ha・畑7ha がある。
キムさんは，農業関係の学校を卒業したのち入隊し，兵役終了後に25歳で
就農している。父親と一緒に米と韓牛，一部畑作物を経営していたが，1997
年に経営移譲を受け，現在米だけで12ha と里では最大の規模である。労働
力は，キムさんを中心に，その他には妻（43歳）と父（87歳），会社をやめ
新たに就農した兄の4人である。農業機械はトラクター，田植機，コンバイ
ン，乾燥機まで一式を所有している。これまで機械銀行を利用したことはな
く，今後も機械の更新は個人でおこなう。
現在の所有田は4ha ですべて臥牛里にある。ここ5年間では，約50a を
農漁村公社を通じて購入している。これは，もともと高齢の地権者からキム
さんが借地していたが，地権者が他界し，子供が農業をしないことから，農
漁村公社を通じて購入したものである。借地田は，地権者10人くらいから8
ha を借りており，いずれも里内にある。このうち，農漁村公社が提供する
若い専業農業者に優先的に農地を斡旋する事業を通じて借地したものが4．7
ha あり，実勢の小作料よりも事業を介したものは，1万ウォン安く設定さ
れる。残りが相対による借地で，小作料は臥牛里では10a15万ウォンである。
いずれも作業受託から借地に転じたものはひとつもない。所有畑は33a で自
家の繁殖牛（現在35頭）用の飼料をつくっており，これに白菜やダイコンな
どの野菜をつくる借地畑が2．7ha ある。
キムさんは作業受託もおこなっており，委託農家14戸から23ha とトゥル
ニョク経営体からの再委託10ha（8）の計33ha（田植えと収穫）を，里内を含む
6～7の行政里から受託している。一般的には，行政里内で田植機を所有す
る農家は中・大規模農家の2～3戸，同じくコンバインは1戸ほどでしかな
く，彼らが積極的に作業受託をおこなう。それは，コンバインは高額である
にもかかわらず，あまり長持ちしないため，短期間で稼働率を高めコストを
回収するねらいによる。委託農家は，委託先を親戚や友人，さらにはその知
人といった人的結合によって選択している。当初，作業料金はマウルごとで
異なっていた。しかし，トゥルニョク経営体の設立を画期に，鳳凰面のなか
の大規模農家が集まり，経営体とほぼ同水準の作業料金に統一している。
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5．農業技術センター－完州郡を対象に
本節で対象とする全羅北道完州（ワンジュ）郡は道の中央にあり，全州（チョ
ンジュ）市を取り囲むように位置する農業が盛んな地域である。完州郡では，
2006年から農業者への機械負担の軽減を図るために，農業技術センターが機
械銀行をおこなっている。韓国の技術センターは，国及び道で開発した技術
を農家に普及する役割をもっており，韓国全域に市及び郡単位で技術セン
ターを設置している。当初郡内では，高山（ゴサン）面の1ヶ所しか機械の
貸出・返却の窓口及び機械倉庫がなかったが，現在は参礼（サムネ）邑と九
耳（クイ）面の計3ヶ所に設けている（道には全部で2邑11面ある）。
先述したように，技術センターでリースしている機械は，管理機や畔塗機，
畑作用機械など小・中型機械であり，年間でトータル10日程度しか使用しな
いものが中心である。機械はいずれも郡の所有であり，現在200種類600台を
所有している。購入する機械は，郡や技術センターの職員及び品目ごとの専
業農業者などで構成される「賃貸農機械購入審議委員会」が，地域農家から
の要望を調査し，それにもとづき購入する機械を決定する。これまでの投資
費用は50億～60億ウォンほどで，国と郡が半分ずつ負担している。
2015年の利用実績は，件数で3，358件，日数換算で3，811日に及び，近年利
用は増加傾向にある。時期と品目によって利用頻度の多い機械は異なるが，
最も頻度の多いのが管理機や畦塗機で，その他には大豆の播種機や脱穀機な
どもよく利用されている。利用者は，若い人も借りに来るが，多くは60代以
上である。
農家に貸し出す際に，次の4つのルールが決められている。第1は，農業
機械は郡の資産のため営利目的は禁じられており，自己経営の農地のみにし
か利用することができない。第2は，リースの事前予約は受け付けておらず，
第3はそのため，当日に借りたい農家が直接申し込みをしなければならない。
第4は，リース期間は原則1日であり，仮に機械が故障した場合でも2日間
の貸し出しまでで，3日以上は認めていない。
機械の種類や大きさによってリース料金は異なり，例えば管理機の場合，
農家は1日1万ウォンを技術センターに支払う。仮に故障等で2日借りても
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延滞料はなく，2日分の2万ウォンを支払う。国は，機械価格の3～4％を
1日のリース料金とするよう勧めており，それにもとづくと管理機の利用料
金は，1日5万～6万ウォンとなる。つまり，技術センターは作業料金を安
く設定しており，その理由は農家の負担軽減を何よりも優先しているからで
ある。その結果，機械銀行の経営は赤字であり，収益事業とはなっていない。
仮に，国の推奨にしたがって利用料金を設定すると，事業収支はトントンに
なると技術センターはみている。
技術センターには，リースした機械が返却された際に，機械のチェック及
び修理をおこなう専従者を3人配置している。機械が壊れていた場合，借り
た農家が修理費を負担するのが原則である。しかし，農家支援を目的とした
事業であるため，簡単な修理や消耗品の劣化の場合は，技術センターがすべ
ての費用を負担している。しかし，そのことは次のような問題をもたらして
いる。故障等の費用を技術センターが負担していることに加え，個人ではな
く郡の機械ということもあって，農家が安易かつ乱暴に使用する傾向がある
ため，機械の故障が少なくない。その結果，修理費用が膨らむという問題を
抱えている。
6．まとめ
PTは，日韓における米生産費の単純比較により肥料・農薬などの農業生
産資材の価格差を問題としたが，生産費合計に占める割合は小さく，価格差
の本質からは外れた議論であった。
他方，生産資材のなかでも農機具費は，日本では生産費のシェアが約2割，
しかも韓国よりもコスト差が5倍と物財費のなかでは最大差であるなど，日
本において生産費の低下を議論する上では大きな意味をもっていた。加えて，
光熱費や水利などの農家負担も日本は韓国より多く，国や行政の役割の相違
も直視する必要があった。
韓国において農機具費が日本の1／5で済む最大の理由は，農業機械の保
有台数の少なさ→それを作業受委託でカバーする，という関係であった。作
業受委託が広範におこなわれているため，生産費統計では独立費目として委
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託営農費を計上していた。加えて，作業委託によって委託農家は，労働費の
圧縮が可能となる。したがって，農機具費の単純な日韓比較ではなく，それ
に付随する費目を加味した比較考察が不可欠であり，農機具費に委託営農費
あるいは労働費を含めると，日韓のコスト差は2倍まで縮小した。だがそれ
でも，2倍のコスト差が存在するのも事実であった。
作業受託の担い手は主に大規模農家であり，韓国政府も特に2000年代中葉
以降，機械銀行を本格的に推進していた。機械銀行の実施主体は，①米の主
要機械を対象とした農協の機械銀行（第3節）と，②畑作物及び小型機械を
取り扱う行政による農業技術センター（第5節）とがあり，さらに本稿で取
り上げた①の鳳凰農協の場合，機械銀行から作業受託をおこなうトゥルニョ
ク経営体に展開していた。
いずれにも共通していたことは，設備費用等に対し，機械銀行及びトゥル
ニョク経営体では，投資額30億ウォンのうち国・郡が50％の補助をしていた
こと，技術センターは50億～60億ウォンの投資額を国・郡が折半していた。
つまり，農家の農機具費の負担軽減の背後には，機械銀行等に対するかなり
の直接的な行政支援がおこなわれていることがある。さらに，技術センター
の場合，利用料金を抑えた設定や，ある程度であれば修理費を請求しないな
ど間接的な行政支援もみられた。またトゥルニョク経営体は，作業受託をお
こなうことで，委託農家（零細及び高齢農家）の労力的かつ経済的サポート
を図るとともに，大規模農家に対しても育苗や航空防除を通じたコスト低減，
経営体からの再委託と作業の団地化などの協働・連携，さらに受託形態（全
部か部分か）での棲み分けなどもなされていた。
以上のような現場での機械銀行や作業受委託の取り組みと，国や郡による
直接間接の財政支援などが，韓国の米生産費の低減に大きく寄与しているこ
とが確認できた。ではそもそも，なぜ韓国の農家は，保有する農業機械の台
数が少ないのか。そこには農家所得との関係が，日韓の違いの基底にある。
農家所得について，日韓比較が可能な2003年を取り上げると（9），韓国の農
家所得は269万円，そのうち農業所得は106万円（全体の39．3％）である。他
方，農家負債は266万円であり，農家及び農業所得に対する比重は各98．9％・
250．9％となる。また農家負債は，農業用や家計用等に分類され，農業用負
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債は175万円と農家負債の65．6％を占める。もちろん，すべてが農業機械に
よるものとは限らないが，同じく対農家及び農業所得比は，65．1％・165．1％
となる。これに対し日本の農家所得は771万円で，そのうち農業所得が110万
円，全体の14．3％を占めるに過ぎず，農家所得の多くは兼業所得による。農
家の借入金は286万円であるが，韓国のように農業や家計等の用途別に区分
していないため，その詳細は不明である。しかし，農家及び農業所得に対す
る借入金の比率は，37．1％・260．0％となる。
つまり日韓において，負債額（借入金）及び農業所得に対するその割合で
はほとんど変わらないが，農家所得において決定的な差が生じていた。日本
の農家所得は，兼業所得の影響により韓国の2．9倍ある。他方，韓国の農家
所得は負債額とほぼ同額，農業用に限定しても農家所得の2／3を占めるな
ど経済的余裕がない。韓国に限り新しい2014年のデータでトレースすると，
農家所得は350万円で，農業所得のウェイトが29．5％へ低下して103万円，農
家負債額は279万円，そのうち農業用負債が42．2％の118万円である。その結
果，農家及び農業所得に対する農家負債の割合は79．8％と270．9％，同じく
農業用負債の割合は，33．7％・114．6％となる。この間でいえば，農業所得
と農家負債額はほとんど変わらないが，農家所得は増加し農業用負債も3割
減少したことで，農業用負債についてはその負担が減じている。しかし，農
家負債では依然高い負担率にある。
日本では，こうした経済的余裕があると同時に，いつでも自分で作業をし
たいときにするといった希望が，農家個々での農業機械の購入と所有に結び
付いている。他方，経済的余裕の少ない韓国では，負債を抱えてまで自己所
有していた農業機械を，国・行政や農協が機械銀行を通じて農家経済を是正
させることで，機械を保有せずに作業を委託するといった構造が定着してお
り，所得面の視点からも生産費を考察することが必要である。
その一方で，次の点にも留意する必要がある。それは，先の所得面の視点
は生産者の視点によるものである。すなわち，消費者からすると，農家個々
による機械所有には大きな関心は寄せず，むしろ，各農家が農業機械を一式
装備することによるコスト高が，米価に反映されているとすれば，説得力を
持ちえないということである。消費者の視点に立てば，コスト削減による米
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価の低下を求めるからである。その裏返しに，生産費の低下がストレートに
米価の低下に結び付くとすれば，農家の所得増につながるわけでもないとい
うことである。
ところで，日本でも集落営農に対する利用権設定や作業委託等集落営農で
の共同・協働が進展している。しかし日本の場合，経理の一元化要件によっ
て，統計上農家としてはカウントされないため，生産費統計にも反映されて
いない可能性が強い。それに対し韓国では，委託農家は農家として把握され
るため，低コストがそのまま反映されることになる。そうした点も考慮した
統計比較が求められる。
⑴ 田代洋一「安倍政権の農協『改革』とTPP」（『経済』No257，2017年）。
⑵ 拙稿「日韓の『むら』構造の相違」（『文化連情報』No464，2016年）。
⑶ 拙稿「韓国における米の関税化移行と所得補償・構造政策」（『2015年度日本農業経済
学会大会報告要旨』）及び（『農業経済研究』第87巻第1号，2015年）を参照。
⑷ 委託農家のうち，どの作業も全部委託した農家が9割前後と大部分を占める。
⑸ 規模階層別にみると，韓国は規模の経済があまり作用しないため，10．0ha 以上の生
産費は0．5ha 未満の生産費の2割程度低いに過ぎないが，日本は生産費が5割低下する。
その結果，10．0ha 以上でみた生産費格差は，1．6倍まで縮小する。詳細は，拙稿「米の
生産費と所得」（『文化連情報』No．471（予定），2017年）を参照。
⑹ 『2014年農漁業・農漁村及び食品産業に関する年次報告書』p128。
⑺ 臥牛里は，法定里と行政里（マウル）が同じ範域である。
⑻ トゥルニョク経営体のドローンによる航空防除も利用している。
⑼ 日本の2004年以降は，農業経営関与者（経営主夫婦及び年間60日以上農業に従事する
世帯員）に限定した調査に変更したため，統計が接続しない。
付記：本研究の一部は，JSPS 科研 JP26450316の助成を受けたものである。
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